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自 令和３年４月１日 

至 令和４年３月31日 

 

 

 

 

株式会社 多摩ニュータウン開発センター 

 



 

 

 

１ 会社の現況に関する事項 

 

(1) 事業の経過及びその成果 

① 当期（令和３年４月から令和４年３月まで）における我が国経済は、新型コロナウイ

ルス感染の影響が長期化する中、ワクチン接種の進捗、感染者数の急減、行動制限の緩

和等もあり、一時個人消費・企業収益ともに持ち直しの動きが見られました。しかしそ

の後、新たな変異株による感染が世界的に急拡大し、先行き不透明感の強い経済状況が

続きました。東京都においては、年度を通し緊急事態宣言、まん延防止等重点措置等の

期間が断続的に続きました。 

不動産事業では、賃貸オフィス市場については、テレワークの普及等にともなうオ

フィスの統合・縮小の動きが見られ、空室率上昇と賃料下落の傾向が続く中、年度末に

かけて一部では賃料の割安感から空室率が低下したエリアもありました。引き続き当該

感染症の国内外経済への影響、金融資本市場の動向については注視していく必要があり

ます。 

 

 ② こうした状況のもと、令和３年度の当社事業を振り返ってみると、一部テナントの

退去もありましたが、新たなテナント確保に努めた結果、当期の平均入居率は貸付対

象面積に対する比率で前期比 0.4％増の 99.8％となりました。 

施設建築物については、機能維持や魅力向上を目指し、ビルアプローチのリニューア

ルや昇降機の改修工事などを着実に進めています。 

 当社事業の第二の柱である駐車場賃貸では、第１駐車場、第２駐車場ともに新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響が長期化する中、利用率の回復は鈍く、利用率は2.42台/日

（前期比0.19台/日増）となりました。 

 

③  また、当社の重要な課題である平成13年11月の民事再生計画の履行として、株式会

社イトーヨーカ堂と東京都に対する借入金について、平成24年2月から株式会社イトー

ヨーカ堂、平成30年３月から東京都にそれぞれ弁済を行ってきており、株式会社イトー

ヨーカ堂については、退去時返還予定分を除き、借入金の弁済は前期で終了しました。 

 

以上の結果、当期の売上高は1,498百万円（前期比2.7％増）、営業利益は255百万円（前

期比2.8％減）、経常利益は254百万円（前期比3.2％減）となり、当期純利益は172百万

円（前期比3.9％減）となりました。 

 

(2) 設備投資の状況 

当期における設備投資の総額は443百万円であり、主なものはガレリア・ユギの受変電

設備、パオレビル内エレベーターの改修、第１駐車場の駐車場機器の更新であります。 



 

 

 

 

(3) 資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

(4) 対処すべき課題 

当社は、ビル賃貸、駐車場賃貸をめぐる厳しい環境の中において、今後も努力し、民

事再生計画の確実な履行を図るとともに、社業の一層の発展を期する所存です。 

① ビル賃貸においては、的確なリーシング業務を行い、入居率の維持に努めてまいり

ます。また、施設建築物の適切な維持更新を図りビルの価値を高めてまいります。 

② 駐車場賃貸においては、保有する施設の効率的な運営を図り利用率の向上に努めて

まいります。 

③ 会社運営にあたっては、コスト削減をめざし業務委託費等の経費の一層の見直しを

図ってまいります。 

④ 会社資金の運用について、大口定期預金の利用等、引き続き適切に対応してまいり

ます。 

 

(5) 財産及び損益の状況の推移                   （単位：千円） 

区  分 
(第31期) 

平成30年度 

(第32期) 

令和元年度 

(第33期) 

令和２年度 

(第34期) 

令和３年度 

売 上 高 1,622,741 1,605,926 1,459,753 1,498,819 

経 常 利 益 398,483 374,044 263,173 254,763 

当 期 純 利 益 276,131 258,789 179,927 172,921 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
15,391円93銭 14,425円27銭 10,029円38銭 9,638円88銭 

総 資 産 10,404,785 10,265,360 9,999,895 9,834,718 

 

(6) 主要な事業内容 

店舗、事務所施設等の建設、管理及び賃貸 

 

(7) 主要な事業所 

本店 東京都八王子市南大沢二丁目２番地（パオレビル７階） 

 

(8) 従業員の状況（令和４年３月31日現在） 

① 従業員数   ３名（他に嘱託６名） 

② 平均年齢   60.5歳（嘱託含む） 



 

 

 

③ 平均勤続年数  ３年11ケ月（嘱託含む） 

 

２ 会社の株式に関する事項 

 

(1) 発行済株式の総数   17,940株 

(2) 当期末株主数       22名 

(3) 上位10名の株主（令和４年３月31日現在） 

株  主  名 
当社への出資状況 

持 株 数 持株比率 

東京都 9,180 株 51.2％ 

株式会社みずほ銀行 897 株 5.0％ 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 897 株 5.0％ 

株式会社三井住友銀行 897 株 5.0％ 

みずほ信託銀行株式会社 897 株 5.0％ 

株式会社りそな銀行 720 株 4.0％ 

東京建物株式会社 681 株 3.8％ 

三井住友信託銀行株式会社 540 株 3.0％ 

株式会社東京エイドセンター 498 株 2.8％ 

株式会社日本カストディ銀行 450 株 2.5％ 



 

 

 

３ 会社役員に関する事項 

 

(1) 取締役及び監査役の状況（令和４年３月31日現在） 

氏  名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

新 美 大 作 
取締役社長 

（代表取締役) 
 

桜 井 政 人 取 締 役 東京都都市整備局次長 

八 嶋 吉 人 取 締 役 
東京都都市整備局 

多摩ニュータウン事業担当部長 

大 野 比 呂 志 常勤監査役  

中 村 彰 伸 監 査 役 
株式会社みずほ銀行 

公共公務担当部長 

中 嶋 豊 監 査 役 
東京ガス株式会社 

官公庁営業部長 

注１ 代表取締役新美大作氏は、令和３年４月１日に就任しました。 

注２ 監査役石田大介氏は、令和３年６月28日に退任しました。 

注３ 監査役中村彰伸氏は、令和３年６月28日に就任しました。 

注４ 監査役鮫島靖志氏は、令和３年６月28日に退任しました。 

注５ 監査役中嶋豊氏は、令和３年６月28日に就任しました。 

 

 (2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額 

取 締 役 監 査 役 計 

１名 １名 16,368千円 

注 取締役報酬限度額及び監査役報酬限度額は、平成５年６月24日の第５回定時株主総会決議によ

り、それぞれ月額2,500千円及び月額1,300千円となっております。 

 

 

 



 

 

 

４ 会計監査人の状況 

 

(1) 会計監査人の名称   有限責任 あずさ監査法人 

(2) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額  4,300千円 

 

５ 会社の体制及び方針 

 

当社は、企業、特に東京都の政策連携団体としての社会的信頼に応えるため、平成18年

６月７日付けで「内部統制システムの整備に関する基本方針」を策定、令和２年３月25日

付けで一部改正し、その体制整備に努めてきました。その内容は次のとおりです。 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、東京都の政策連携団体として、また企業としての社会的信頼に応えるため、

法令及び企業倫理遵守の姿勢を明確にし、全役職員に周知徹底させる。 

また、コンプライアンス全体を統括する組織として、社長を委員長とする「コンプラ

イアンス・リスク管理委員会」を設置する。 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程等社内規程に従い適切に保

存及び管理を行う。 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社の経営に重大な影響を及ぼす恐れのある損失の危険を適切に認識し、迅速な対応

をとるため、「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置するとともに、重大な危

機が発生した場合に即応できるよう、規程を整備する。 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は少なくとも３ヶ月に１回開催し、代表取締役から経営状況の報告を受ける

とともに経営事項について審議・議決し、また取締役の業務執行状況の監督等を行う。 

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務を補佐する使用人が必要な場合は、監査役と協議の上、合理的な範囲内

で設置することとする。 

なお、当該使用人の任命、異動等人事権に係わる事項の決定には、監査役会の事前の

同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保する。 

(6) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生し又は発生する恐れが

あるとき、役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役が報告す

べきものと定めている事項が生じたときは、監査役に報告する。また前記に係わらず



 

 

 

監査役はいつでも必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。 

・常勤監査役は、取締役会のほか重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握す

るため社内の重要な会議に出席し、必要に応じて取締役及びその使用人に説明を求め

ることとする。 

・監査役への報告やその他内部通報を行った取締役及び使用人に対して、当該報告や

内部通報を理由に懲戒処分、その他不利益な処分を行わないものとする。 

・監査役が実施する当社の業務に関する調査等の費用については、当社が負担する。 

 

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、上記に掲げた内部統制シ

ステムの施策に従い、その基本方針に基づき具体的な取り組みを行うとともに、内部統

制システムの運用状況について重要な不備がないかモニタリングを常時行っております。 

特に上記基本方針のなかの「コンプライアンス・リスク管理委員会」に関しては、第

18回委員会を令和４年３月８日に開催しました。 

 



 

 

貸 借 対 照 表 

（令和４年３月31日現在） 

（単位：千円）  

科  目 金  額 科  目 金  額 

【 資 産 の 部 】  【 負 債 の 部 】   

流 動 資 産 2,310,828 流 動 負 債 543,777 

現 金 及 び 預 金 2,267,106 未 払 金 317,029 

売 掛 金 33,286 未 払 費 用 67,145 

前 払 費 用 3,734 前 受 金 107,491 

未 収 消 費 税 等 5,839 1 年内返済リース債務 7,006 

そ の 他 861 未 払 法 人 税 等 44,234 

  預 り 金 735 

  そ の 他 134 

    

固 定 資 産 7,523,889 固 定 負 債 3,793,274 

有形固定資産 7,416,819 長 期 未 払 金 1,029,093 

建 物 3,381,800 再  生  債  務 2,542,295 

構 築 物 21,382 受 入 敷 金 190,698 

機 械 及 び 装 置 48,126 リ ー ス 債 務 31,187 

器 具 及 び 備 品 60,253   

建 設 仮 勘 定 200,257   

土 地 3,705,000   

    

無形固定資産 34,124 負 債 合 計 4,337,052 

ソ フ ト ウ エ ア 33,281 【純資産の部】  

電 話 加 入 権 843 株 主 資 本 5,497,666 

投資その他の資産 72,945 資 本 金 897,000 

繰 延 税 金 資 産 16,109 利 益 剰 余 金 4,600,666 

長 期 前 払 費 用 56,705  その他利益剰余金 4,600,666 

そ   の   他 130       修 繕 積 立 金 1,134,000 

 

 

 

 

繰越利益剰余金 3,466,666 

  

純 資 産 合 計 5,497,666 

資 産 合 計 9,834,718 負債・純資産合計 9,834,718 



 

 

 

損 益 計 算 書 

 

 

（単位：千円）  

科     目 金       額 

売 上 高   

不 動 産 賃 貸 収 入  1,259,158  

そ の 他 営 業 収 入  239,660 1,498,819 

売 上 原 価   1,071,559 

売 上 総 利 益  427,259 

販売費及び一般管理費  172,120 

営 業 利 益   255,139 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 36  

雑 収 入 465 502 

営 業 外 費 用   

 支 払 利 息 872  

雑 損 失 5 878 

経 常 利 益   254,763 

特 別 損 失   

固定資産除却損 5,201 5,201 

税引前当期純利益  249,561 

法人税、住民税及び事業税  82,040 

法人税等調整額  △5,401 

当 期 純 利 益  172,921 

 

自  令和３年４月１日 

至  令和４年３月31日 



 

 

 

 

株主資本等変動計算書 
 

 

 

（単位：千円）  

 株  主  資  本 

純 資 産 

合  計 資 本 金 

利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 

合   計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合   計 修繕積立金 
繰越利益 

剰 余 金 

当期首残高 897,000 1,193,000 3,234,744 4,427,744 5,324,744 5,324,744 

当期変動額       

 修繕積立金の積立 ―  100,000 △100,000 ―  ―  ―  

 修繕積立金の取崩 ― △159,000 159,000 ― ― ― 

 当期純利益 ―  ―  172,921 172,921 172,921 172,921 

当期変動額合計 ―  △59,000 231,921 172,921 172,921 172,921 

当期末残高 897,000 1,134,000 3,466,666 4,600,666 5,497,666 5,497,666 

 

自  令和３年４月１日 

至  令和４年３月31日 



 

 

個 別 注 記 表 
 

重要な会計方針 

 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法に基づく定額法によっております。 

主な有形固定資産の耐用年数は、以下のとおりであります。 

建 物    ３～39年 

構築物    10～35年 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する

方法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

(3) リース資産 

 ① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を０円とする定額法によっております。 

２ 貸倒引当金の計上基準 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上することとしております。 

３ 収益及び費用の計上基準 

不動産賃貸業は、主に保有する商業施設等の不動産の賃貸を行っており、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号 2007 年３月 30 日）及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号 2011 年３月 25 日）に基づ

き会計処理をしております。 

また、商業施設等に入居するテナントとの賃貸借契約に基づき、テナントに対する電

気・水道等を供給する履行義務を負っております。不動産賃貸収入に含まれる共益費収

入は、契約が主に電気・水道等の使用量に基づく従量制であるため、供給した一時点で

履行義務が充足されると判断し、供給時点で収益を認識しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
会計方針の変更に関する注記 

 

１ 収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号  2020年 3月 31日）等を当事

業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしており

ます。なお、当事業年度に与える影響はありません。 

２ 時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年 7月 4日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定基準第 19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年 7 月 4 日）第 44-2 項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将

来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度に与える影響はありませ

ん。 

 

収益認識に関する注記 

 

１ 収益を理解するための基礎となる情報 

重要な会計方針の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

貸借対照表に関する注記 

 

１ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（単位：千円）   

担保に供している資産 担保に係る債務 

種 類 期末帳簿価額 担保権の種類 内    容 期末残高 

建 物 316,951 抵当権 未払金 317,029 

土 地 2,928,000 抵当権 長期未払金 1,029,093 

   再 生 債 務 1,370,195 

合 計 3,244,951  合    計 2,716,317 

３ 有形固定資産の減価償却累計額    11,598,562千円 

４ 再生債務 

再生債務は、民事再生法第84条に定める、再生債権者に対し再生手続開始前の原因に

基づいて生じた財産上の支払義務です。当社は平成13年11月17日に再生計画認可決定の

確定を受けているため、当該再生計画に基づく返済額を負債として計上しております。 

 

 

 

 

 



 
損益計算書に関する注記 

 

１ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２ 売上高に含まれる、顧客との契約から生じる収益は 391,262千円です。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２ 当事業年度末日における発行済株式の総数    17,940株 

 

税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却超過額、未払事業税であります。 

 

金融商品に関する注記 

 

１ 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。また、借入につい

ては東京都等から資金を調達しております。 

未払金、長期未払金及び再生債務は、民事再生法第 84条に定める、再生債権者に対し

再生手続開始前の原因に基づいて生じた財産上の支払義務です。 

当社は平成 13年 11月 17日に再生計画認可決定の確定を受けているため、当該再生計

画に基づく返済額を負債として計上しております。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

令和４年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりです。なお、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

(単位：千円)    

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

長期未払金 

再生債務 

（1,029,093） 

（2,542,295） 

（1,029,430） 

（2,492,691） 

△377 

49,603 

(*) 負債に計上されているものについては（ ）で示しています。 

 (注１) 金融商品の時価の算定方法 

長期未払金の時価については、将来キャッシュ・フローと国債の利回り等を基に割引現

在価値法により算定しております。 

再生債務については、入居するテナントが退去する際に返還義務が生じるため、退去時

期を合理的に見積り、被担保債務は将来キャッシュ・フローと国債の利回り等を基に割引

現在価値法により算定しております。被担保債務以外は将来キャッシュ・フローと国債の

利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定

しております。 



 
賃貸等不動産に関する注記 

 

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都において、賃貸用のオフィスビル及び商業施設（土地を含む。）を

有しております。 

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 

 (単位：千円)   

貸借対照表計上額 時 価 

7,108,182 12,586,382 

 

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２） 当期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用

いて調整を行ったものを含む。）であります。 

（注３）  上記の時価に含まれる構築物の計上額については、帳簿価額を計上しております。 

（注４） 賃貸用オフィスビルの一部については、当社が使用しておりますが、一括して時

価を算定しております。 

 

 

関連当事者に関する注記 

 

１  名称  東京都 

２  属性  主要株主 

３  議決権の所有割合  51.2％ 

４  関係内容 

(1) 役員の兼任  ２名 

(2) 事業上の関係 

 

（単位：千円） 

取引の内容 取引の種類 取引金額 当期末残高 

不動産賃貸借等 

不動産賃貸収入 （注１） 20,475 － 

売掛金 （注１） － 126 

受入敷金 （注１） － 480 

民 事 再 生 

未払金 （注２） － 317,029 

長期未払金 （注２） － 1,029,093 

再生債務 （注３） － 12,882 

担 保 提 供 土地及び建物        （注４） 1,346,122 － 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）  通常の市場取引による取扱と同様に決定しています。 

（注２）   未払金及び長期未払金 1,346,122千円 の返済条件は次のとおりです。 

５年（年１回）返済、無利子 

 



 
（注３） 再生債務 12,882千円 の返済条件は次のとおりです。 

テナント敷金  12,882千円 

物件明け渡し後２ヶ月以内に返済 

    （注４） 上記の未払金及び長期未払金に対して土地及び建物を担保提供しておりま

す。なお、担保提供の取引金額には、当事業年度末の未払金及び長期未払

金残高を記載しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 

１ １株当たり純資産額    306,447円41銭 

２ １株当たり当期純利益     9,638円88銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 

計算書類に計上又は注記すべき重要な後発事象はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







   

監査報告書 

 

 

 当監査役会は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの第３４期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

 

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要

なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制」（会計計算規則第１３１条各号

に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明

を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

謄 本 



   

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属

明細書について検討いたしました。 

 

２. 監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の

執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

④ 事業報告書に記載されている関連当事者との取引について、当該取引をする

にあたり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利

益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指

摘すべき事項は認められません。 

 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。 

 

 

     令和４年５月１８日 

 

         株式会社多摩ニュータウン開発センター 監査役会 

 

              常勤監査役（社外監査役）   大野 比呂志 

 

              監査役（社外監査役）     中村 彰伸 

 

              監査役（社外監査役）     中嶋  豊 

 


